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平成22年４月20日訓令第34号 

六ヶ所村設計変更事務取扱要領 

（目的） 

第１条 この要領は、設計変更及び契約変更の取扱について必要な事項を定め、もって事務の適正化

を図るものである。 

（設計変更の定義） 

第２条 この要領において設計変更とは、当該契約の目的を変更しない範囲において、村が契約変更

の手続の前に当該変更の内容をあらかじめ請負人と協議し、又はその内容を請負人に指示すること

をいう。 

（設計変更の基準） 

第３条 設計変更は、現に施工中の工事と分離して施工することが著しく困難なもので、次の各号に

掲げる場合に行うことができるものとする。 

(１) 天災その他の不可抗力により工事を設計図書どおり施工することが不可能になった場合 

(２) 設計図書に示した施工条件が工事現場の状況と一致しない場合 

(３) 設計書、図面及び仕様書が交互に符合しない場合 

(４) 発注時において確認が困難な要因に基づく場合 

(５) 関係法令の改正等により設計条件の変更が必要となった場合 

(６) 自然環境の適切な保全又は公益上変更の必要があると認められる場合 

(７) 工期内に賃金又は物価の変動により請負代金額が不適当になったと認められる場合 

(８) 前各号に該当しない場合において、特にやむを得ないものと認められる場合 

（設計変更の手続） 

第４条 監督員は、設計変更の必要が生じたときは、変更内容が予算の範囲内であることを確認し、

その都度遅滞なく設計変更承認伺（別記様式第１号）により、村長又は専決者（六ヶ所村事務決裁

規定（平成19年３月訓令第33号）に基づく専決者）の承認を受け、設計変更指示書（別記様式第２

号）により請負人と協議又は指示しなければならない。 

２ 前項の専決区分による決裁のほか次の各号に掲げる設計変更は主管課長まで承認を得なければな

らない。 

(１) 減額による場合 

(２) 請負代金額の変更等に変えて設計図書の変更を行う場合で変更見込額が100万円を超えない

場合 

３ 前項の決裁は財政課との合議を要し、監督員は財政課との合議前に契約担当者と事前協議を行う

ものとする。 

（契約変更の手続） 

第５条 工事担当課長は、設計変更に伴う契約変更の手続きは、その必要が生じた都度遅滞なく契約

担当課長へ変更契約依頼書（別記様式第３号）により変更契約の執行を依頼しなければならない。

ただし、軽微な設計変更や、工期又は請負代金の変更を伴わないものは、工事完成の通知がなされ

る日（債務負担行為又は継続費に基づく工事において工期末の属する年度以外の年度にあっては、

当該会計年度の末）までに行うことをもって足りるものとする。 

２ 前項の軽微な設計変更とは、次の各号に定めるものをいう。 

(１) 構造、工法、位置及び断面等の変更で重要でないもの 

(２) 変更見込額が請負代金の20％以内で且つ100万円を超えないもの 

３ 工事担当課長は、設計変更が複数回となり、変更見込額の累計額が第２項第２号の割合及び金額

を超えたときは、軽微な設計変更とせずに、変更契約を速やかに執行しなければならない。 

（変更契約金額の算定方法） 

第６条 設計変更に伴う変更契約金額の算定は、次に定めたとおりとする。 

変更設計額×請負率（当初請負代金額を当初設計額で除し、小数点第５位以下を切り捨てた数値）

＝変更工事価格（その額に1,000円未満の端数が生じたときはこれを切り捨てた額） 

変更工事価格×消費税率＝消費税相当額（その額に１円未満の端数が生じたときは、これを切り捨

てた額） 

変更工事価格＋消費税相当額＝変更契約金額 
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（議会承認案件に係る手続き） 

第７条 議会の議決に付すべき契約（議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条

例（昭和39年条例第81号）第２条に定める契約）の変更契約に係る手続きは別に定める。 

附 則 

この要領は、平成22年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年４月１日訓令第17号） 

この要領は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年３月31日訓令第18号） 

この要領は平成28年４月１日から施行する。 
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別記様式第１号（起案及び監督員用） 
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別記様式第２号（請負人用） 
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別記様式第３号 

 


